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             仕  様  書 

一般事項 

（摘要範囲） 

１． この工事標準仕様書（以下仕様書という）は、請負者（以下乙とい 

  う）が請負により施工する各種工事に適用するものとする。 

２． この仕様書に定めのない事項は、別に特記仕様書で定めるものとす 

  る。 

３． この仕様書の定めと、特記仕様書の定めが異なるときは、特記仕様 

  書によるものとする。 

（諸法規の適用） 

１． 本工事の施工に当たっては、別紙図面、設計書及び請負契約書によ 

  るほか、水道工事標準仕様書（日本水道協会）、土木工事仕様書、特記 

仕様書に準拠するものである。 

（工事管理） 

１． 承認された工程表に基づく工事施工の時期、順序並びに工程表の変 

  更等については監督員の承認を得なければならない。 

２． 請負者は実施工程表、工事日誌、材料受払い簿の帳簿を備え、監督 

  員の要求により工事日報を提出し、所長簿の点検を受け、又毎月の出 

  来高工程を翌月の２日までに報告しなければならない。 

３． 工事施工の都合上、夜間作業を必要とするときは、あらかじめ監督 

  員の承認を得なければならない。又監督員が工程管理あるいは、現場 

  管理上必要と認めたときは、夜間作業を命ずることがある。 

（現場管理） 

１． 工事箇所及びその周辺にある地上及び地下の既設構造物に対しては、 

  工事施工に伴い支障を及ぼさないように、関係主と協議の上、所要の 

  処置をしなければならない。 

２． 工事現場内及びその周辺には、所要の標識、標識灯、防護柵、及び 

  立入禁止の立札等を設備し必要に応じ照明設備を設け、あるいは信号 

  員、見張員を置く等一般公衆及び作業員の安全を確保するための万全 



  の施設をしなければならない。 

（品質管理） 

１． 請負者は、工事施工中絶えず品質管理を行い、監督員から要求のあ 

  った場合は、その結果を提出しなければならない。 

（工事写真） 

１． 請負者は監督員の指示により、工事竣工後外部から明視、測定等が 

  できなくなる箇所、竣工後までに撤去する仮設物、あるいは竣工後ま 

  でに残存しない維持的物件の施工状況並びに重要なる工事階段等の工 

  事状況を撮影し、その都度監督員に提出しなければならない。 

２． 工事写真の提出部数は一部とし、大きさは特に監督員が指示する場 

  合のほかは、サ－ビス版とする。 

３． 写真は設計図書に基づき構造物の施工状況、出来高、品質管理等工 

  事の進行とともに、その実態が検査時において確認できる様にし、特 

  に水中又は地下に埋設する箇所に重点をおいて撮影するものとする。 

  （黒板明示） 

（官公署及び民間との交渉、協力） 

１． 請負者は工事中関係官公署、その他と密接に連絡して充分強調を保 

  つとともに工事現場に関係ある一般民間人に対しても親切を旨として 

  工事の円滑な運営を図らなければならない。 

２． 請負者が工事施工のために必要とする関係官公署、その他に対する 

  諸手続きは、工事に支障のないよう遅滞なく処理しなければならない。 

（工事検査） 

１． 工事の出来高検査にあたっては、請負者又は、現場代理人及び主任 

  技術者は必ず立ち会わなければならない。 

２． 請負者は検査方法について異議を申し立てることができない。 

（請負者の負担） 

１． 請負者は設計図書及び仕様書に明示していない費用であっても、工 

  事施工上、当然必要と認められるものは、これを負担しなければなら 

  ない。 

 



 

（材料） 

１． 工事用材料は、設計図書又は、仕様書に品質、規格を明示したもの 

  のほかＪＩＳの規格のあるものにあたっては、これに合格するものと 

  し、すべて使用前に監督員の検査に合格したものでなければならない。 

（材料試験及び検査） 

１． 工事用主要材料は、必要に応じ材料試験を行い監督員の承認を受け 

  なければならない。 

２． 試験又は、検査に合格した材料でも使用時において変質又は、不良 

  品となったものは使用してはならない。 

（現場発生品） 

１． 工事施工により生じた現場発生品及び残土等は、すべて監督員の指 

  示に従い処理するものとする。 

（埋戻し） 

１． 掘削土砂の埋め戻しにあたっては、その順序方法等について監督員 

  の指示を受けなければならない。 

（建設業退職金共済証紙購入状況報告書等） 

１．建設業退職金共済証紙購入状況報告書を工事契約締結後１か月以内に 

 発注者に提出しなければならない。また、建設業退職金共済証紙を購入 

 しない場合は、建設業退職金共済証紙不購入理由書を発注者に提出しなけ 

ればならない。 

２．工事請負金額が 1,000 万円を超える場合、建設労災補償共済制度加入 

 状況報告書を工事契約締結後 5 日以内に発注者に提出しなければならない。 

 

 

 

 



特 記 仕 様 書（当初） 

 

釜石市水道事業所 

 

 

１．適用範囲 

 ・ この仕様書は、釜石市水道事業所の発注する、「鵜住居地区施設再編事業に伴う

工事用道路整備及び配水池造成工事」に適用する。 

・ この特記仕様書に記載されていない事項については、釜石市水道工事標準仕様書

及び岩手県県土整備部発行「土木工事共通仕様書」によるものとする。 

 

２．週休２日工事 

・ この工事は、週休 2 日工事（受注者希望型）又は週休 2 日交代制工事（受注者希

望型）である。「※実績（現場閉所状況、休日率等）により変更、精算」 

・ 受注者は、契約後速やかに、週休２日の実施の有無について、監督職員と協議す

ること。 

・ 実施にあたっては、「岩手県県土整備部週休２日工事実施要領」に基づき行うこ

と。なお、週休２日に取り組むことを理由に工期の延長は行わない。 

 

３．関連する他工事 

・関連して本工事の工程が影響を受ける他の工事 

・「鵜住居地区施設再編事業に伴う工事用道路整備工事（単独）」 

 

４．関係機関等との協議 

 ・「釜石地方森林組合」「鵜住居小学校」「釜石東中学校」「鵜住居幼稚園」 

「その他周辺町内会」 

  受注者は上記関係機関との協議に監督員と同席し、誠意をもって十分協議の上、 

工事実施することとする。 

 

６．工事一時中止措置 

 ・ 工事請負契約書別記第 20 条に基づき、工事を一時中止する場合の取扱いは、「工

事の一時中止に係るガイドライン(案)」(平成 28 年 7 月岩手県県土整備部)による

こととする。 

 

７．設計変更について 

 ・ 設計変更については、工事請負契約書別記第 18 条～第 24 条及び共通仕様書第 1

編 1-1-1-14～1-1-1-16 に記載しているところであるが、その具体的な考え方や手

続きについては、「工事請負契約における設計変更ガイドライン」(釜財発第 77 号 

令和 2 年 4 月 13 日「工事請負契約における設計変更ガイドライン」の施行につい

て)によることとする。 

 

８．法定外の労災保険の付保 

 ・本工事において、受注者は法定外の労災保険に付さなければならない。 

 

９．使用資材の品質規格等 

 ・吹付コンクリート 

  モルタル吹付 セメント量 C（kg/m3）360～420 水セメント比 W/C（%）45～60 

・石材等 

  再生クラッシャーラン RC40 

 



 ・植生工材料 

  種子散布、客土吹付、「植生基材吹付」の主体種子については、以下を参考とし、

工事場所、発芽率を考慮の上、事前に配合計算書を提出し、監督職員の承諾を得る

ものとする。 

 

主体種子 

草本類 
外来種 

トールフェスク，クリーピングレッドフェスク，オーチャード

グラス，ケンタッキーブルーグラス，チモシー，バミューダグ

ラス，ウィーピングラブグラス，バビアグラス，ホワイトクロ

ーバー，ペレニアルライグラス，イタリアンライグラス，ベン

トグラス，レッドトップ 

在来種(郷土種) ヨモギ，ススキ，イタドリ，メドハギ 

木本類 在来種(郷土種) ヤマハギ（皮取り），ヤマハギ（皮付き），コマツナギ 

 

 

10．用地関係 

 ・工事用仮設道路、資機材置場等の借地については水道事業所において、事前協議し

ている箇所「有」、工事着手前に監督員と協議を行うものとする。 

 

11．仮設ヤード 

・土砂置き場などの仮設ヤードについては水道事業所において、事前協議している箇

所「有」、工事着手前に監督員と協議を行うものとする。 

 

12．用地境界の復元 

 ・工事に伴い撤去した境界プレート等は、工事完了までに復元すること。 

 

13．公害関係 

 ・騒音・振動防止のための施工方法等の制限「有」 

・粉塵防止のための施工方法等の制限「有」 

・排出ガス防止のための施工方法等の制限「有」 

 一般工事用建設機械８機種等 

・小中学校、幼稚園、近隣住民への騒音・振動・防塵対策を十分行うものとし、それ

に付随した検証・対策・清掃等を実施するものとする。 

 

14．安全対策関係 

 ・交通誘導警備員の計上「有」 

  交通誘導員Ａ152 人 Ｂ152 人 

 

15．積載超過防止対策 

 ・積載超過防止対策「有」 

  ①土砂及び工事用資機材等の積載超過のないようにすること。 

  ②過積載を行っていると認められる資材納入業者から資材を購入しないこと。 

  ③積載超過防止対策の方法を施工計画書「交通管理」等に明記するとともに、「安

全訓練等の実施状況」に準じ点検記録を作成すること。 

  ④｢土砂等を運搬する大型自動車による交通事故の防止等に関する特別措置法｣(以

下法という)の目的に鑑み、法第 12 条に規定する団体等の設立状況を踏まえ、同

団体等への加入者の使用を促進すること。 



  ⑤下請け契約の相手方または資材納入業者の選定にあたっては、交通安全に関する

配慮に欠ける者または業務に関しダンプトラック等によって、悪質かつ重大な事

故を発生させた者を排除すること。 

 

16．仮設関係 

 ・任意仮設工「有」 

  任意仮設は以下のとおりとするが、受注者は契約後速やかに具体の仮設方法を立案

し、発注者へ提出すること。 

  工種：防塵対策工 種別：ダンプ泥落装置湿式（現場）279 台・日 

  工種：防塵対策工 種別：防塵処理工（現場）散水車 152 回 

 

17．土捨て場（処理場） 

 ・土捨て場の箇所「有」 

  本設計は見積積算により残土処理費を計上した残土処分としている。 

但し、日々地域の情勢が変化することから、工事着手前に監督員と再協議し、 

最終決定とする。 

 

 

18．工期は、令和 6 年 3 月 31 日までとする。 

 

19．新型コロナウイルス感染症の拡大防止措置等 

 ・ 本工事における新型コロナウイルス感染症の拡大防止措置等について、「建設業

における新型コロナウイルス感染予防対策ガイドライン（国土交通省）」等を参考

に適切に対応すること。 

   なお、工期の見直しやこれに伴い必要となる請負代金額の変更、一時中止の対応

等が必要となる場合は、監督職員と協議すること。 

 

20．その他 

 

 ・主任技術者・現場代理人 

2 級以上の土木施工管理技士をおき、工事の安全に十分に留意すること。 

 

 ・本工事は、東日本大震災関連「被災地復興係数」を計上している。 

 

 ・本工事は、「真夏日係数」を計上している。工期 300 日真夏日 30 日を計上。 

 

 ・地域補正「一般交通影響あり②」を計上している。 

 

 ・ 本工事は、東日本大震災により整備した「鵜住居地区区画整理区域」に近接し、

小学校、中学校、幼稚園等の学童施設のほか、被災者の再建住宅（新築住宅）が近

接している地域である。 

工事実施には十分な報告・連絡・相談・協議・調整・検証・対策が必須である

と留意し、工事実施のこと。 

 

・ 工事箇所、搬出土砂の経路等において、学童、歩行者及び地域住民に周知し安全

管理を徹底すること。 

 

・ 本工事及び本特記仕様書に関して疑義の生じた場合は、その都度監督職員と協議

することとし、その他不明な点があるときは、その都度監督員の指示を受けること。 

 


